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(コード番号:    )－ －親 会 社 名 － 親会社における当社の株式保有比率： ％

米 国 会 計 基 準 採 用 の 有 無 無

1．       の連結業績 (           ～           )16年 3月 期 平 成15年 4月 1日 平 成16年 3月31日
( 1 )連結経営成績

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

16年 3月期        9,891     1.8         107   △74.7         160   △65.0

15年 3月期        9,717     2.1         425－          458   697.2

１株当たり 総 資 本 売 上 高潜在株式調整後 株 主 資 本当 期 純 利 益
当期純利益 1株当たり当期純利益 当期純利益率 経常利益率 経常利益率

百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％
16年 3月期          128－           8.97－      4.0     1.6     1.6

15年 3月期         △904 －         △62.80 －    △33.7     4.3     4.7

(注 )1.持分法投資損益 16年 3月 期 百万円 15年 3月 期 百万円－ －
2.期中平均株式数(連結) 16年 3月 期     14,384,417株 15年 3月 期     14,397,017株
3.会計処理方法の変更 無
4.売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

( 2 )連結財政状態

総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 1株当たり株主資本
百万円 百万円 ％ 円 銭

      10,076        3,194     31.7        222.0816年 3月期

      10,644        2,681     25.2        186.4115年 3月期

(注 )期末発行済株式数 (連結 ) 16年 3月 期     14,520,000株 15年 3月 期     14,520,000株

( 3 )連結キャッシュ ･ フローの状況

営 業 活 動 に よ る 投 資 活 動 に よ る 財 務 活 動 に よ る 現金及び現金同等物
キャッシュ･フロー キャッシュ･フロー キャッシュ･フロー 期 末 残 高

百万円 百万円 百万円 百万円
          26        △101           70         68716年 3月期

15年 3月期         △838         △160         △605          692

( 4 )連結範囲及び持分法の適用に関する事項
連結子会社数    社  持分法適用非連結子会社数    社  持分法適用関連会社数    社    2 － －

( 5 )連結範囲及び持分法の適用の異動状況
連結 (新規 )    社  (除外 )    社  持分法 (新規 )    社  (除外 )    社－ － － －

2．      の連結業績予想 (           ～           )17年 3月期 平 成16年 4月 1日 平 成17年 3月31日

売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益
百万円 百万円 百万円

中 間 期        3,570        △253         △280

通 期        9,700          244          166

(参考 ) 1株当たり予想当期純利益 (通期 )          11円 54銭

本 資 料 に お け る 予 想 、 見 通 し 、 計 画 等 は 、 現 時 点 に お け る 事 業 環 境 に 基 づ く も の で あ り 、 今 後 の 事 業
環 境 の 変 化 に よ り 実 際 の 業 績 が 異 な る 可 能 性 が あ り ま す 。
（ 注 ） 記 載 金 額 は 百 万 円 未 満 を 切 り 捨 て て 表 示 し て お り ま す 。
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添付資料

１．企業集団の状況

　当社グループは、株式会社東京自働機械製作所及び、子会社３社により構成され、包装機械、その他の関連機械、装置

部品等の製造販売を主な事業内容とし、更に保険代理店業をしております。

　当グループの事業に係る位置づけは次のとおりであります。

　なお、保険代理店業を除いた次の３部門は「５．セグメント情報」に掲げる事業の種類別セグメント情報の区分と同

一であります。

包 装 機 械        　　当社が製造販売するほか、連結子会社東京施設工業株式会社、エスティ　オートマチックマシナリ

ー　エスデイ　エヌ　ビーエッチデイが製造を行っております。

その他の関連機械　　当社が製造販売するほか、主として連結子会社東京施設工業株式会社、エスティオートマチック

マシナリー　エスディエヌ　ビーエッチディが製造を行っております。

装 置 部 品 等        　　当社が製造販売するほか、主として連結子会社東京施設工業株式会社、エスティ　オートマチッッ

クマシナリー　エスディエヌ　ビーエッチディが製造を行っております。

保 険 代 理 店 業        　　非連結子会社の有限会社東祐が行っております。

　なお、主要株主である日本たばこ産業(株)へは前年に引続き、包装機械、その他の関連機械、装置部品等を販売してお

ります。

　事業系統図は次のとおりであります。

得 意 先            主要株主日本たばこ産業(株)

連結子会社

ｴｽﾃｨ ｵｰﾄﾏﾁｯｸﾏｼﾅﾘｰ

ｴｽﾃﾞｨｴﾇ ﾋﾞｰｴｯﾁﾃﾞｨ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

当　　　　　　　　　　　　社

　　　　その他の関連機械 　　　　　装置部品等　　　　　　包装機械

連結子会社

東京施設工業(株)

連結子会社

ｴｽﾃｨ ｵｰﾄﾏﾁｯｸﾏｼﾅﾘｰ

ｴｽﾃﾞｨｴﾇ ﾋﾞｰｴｯﾁﾃﾞｨ

　連結子会社

　東京施設工業(株)

　非連結子会社

　有限会社東祐

　連結子会社

東京施設工業(株)

ｴｽﾃｨ ｵｰﾄﾏﾁｯｸﾏｼﾅﾘｰ

ｴｽﾃﾞｲｴﾇﾋﾞｰｴｯﾁﾃﾞｲ

商品 外注加工 外注加工商品 部品加工

製品 製品
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関連会社の状況

(1)連結子会社

  名     称    住  所 資 本 金 　主 要 な
　事業内容

議決権の
所有割合

　　関　係　内　容 　適要

東京施設工業（株） 千葉県印旛郡
　　千円
　50,000

包装機械及び
その他の関連
機械製造業

　　　％
　２５
［３４］

当社包装機械、その他の
関連機械、装置部品等を
製造している。
役員の兼任あり。

（注）1
（注）2
（注）3

ｴｽﾃｨｵｰﾄﾏﾁｯｸ
ﾏｰｼﾅﾘｰｴｽﾃﾞｨｴﾇ
ﾋﾞｰｴｯﾁﾃﾞｨ

マレーシア
千ＭＹＲ
　   625

包装機械及び
その他の関連
機械製造業

　４０
当社包装機械、その他の
関連機械、装置部品等を
製造している。
役員の兼任あり。

（注）1

　  注 1.主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を掲載しております。

　　　2.（注）1.持分は 100 分の５０以下であるが、実質的に支配しているため子会社としたものであります。

　　　　 　　 2.議決権の所有割合の[　]内は、緊密な者又は同意している者の所有割合で外数となっております。

              3.東京施設工業（株）については、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占める

　　　　　　　　割合が１０％を超えております。

　　　　　　　　　　主要な損益情報等　　（１）売上高　　　　　　　　　　　　　　　１，３３４百万円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２）経常利益　　　　　　　　　　　　　　　　　７６百万円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３）当期純利益　　　　　　　　　　　　　　　　４５百万円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４）純資産額　　　　　　　　　　　　　　　　６８７百万円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（５）総資産額　　　　　　　　　　　　　　１，２３２百万円

       

２．経営方針
　　（１）　経営の基本方針

　　　当社は｢生産性の高い包装ラインのライフサイクルマネージメント（お客様に対し、企画から設計、機械の提供,メ

     ンテナンスまでのライフサイクルをサポートすること）を提供するパッションカンパニー｣として独創かつ高性能の

　　　製品を市場に送り、顧客満足度の向上を図り、当社ならではの技術でお客様の魅力ある商品作りに貢献することを経

　　　営の基本方針としております。

（２）　利益配分における基本方針

　当社は、将来の事業展開と経営体質強化のために必要な内部留保を確保しつつ、安定した配当を継続していくこと

を基本方針としております。内部留保金につきましては、財務体質の強化に充てるとともに、中長期的計画による再

生産設備投資、新製品開発、長期的展望にたった事業規模の拡大に充当し、経営体質の強化に取組んでまいります。

（３） 目標とする経営指標（個別ベース）

       当社は、継続的な経営改善、顧客満足度の向上を目的とした目標管理制度を行っております。その中で｢損益管理｣｢

　　　キャッシュフロー管理｣｢顧客満足度管理｣を目標管理指標とし、それぞれの指標に対し具体的な管理項目を設定して

　　　ております。管理項目は、｢損益管理｣指標として、営業利益額・経費予算管理（製造経費及び一般管理販管費）｢キ

　　　ャッシュフロー管理｣指標として、各在庫金額（商品、製品、部品、材料）・売上債権回転日数、｢顧客満足度管理｣

　　　指標として、納期達成率（製品及び部品）・部品製作日数・外部クレーム件数・外部クレーム対応日数の合計１３項

　　　目であります。各部門は、これらの項目を各自の業務執行状況の指標とし、毎月目標対実績の数値とその要因分析を

　　　行い、問題・課題の発見、改善実施、効果確認を行っております。なお、次期には、新たに｢検収までの日数｣を管理

　　　項目に加え 14 項目で管理する予定であります。

　　（４）中長期的な会社の経営戦略

　当社は、平成 12 年度を初年度とした 10 年間の長期経営計画を策定し実施しております。この計画における事業環

境に対する認識は、国内の包装機械市場は成熟期にあるが、景気の低迷、デフレ経済、消費の停滞、「容器包装リサイ

クル法｣や｢ＨＡＣＣＰ（危害分析重要管理点方式）手法｣等の社会的要請、ＩＴの急速な進化等により事業環境に急激

な変化の真っ只中にいるということであります。このような事業環境の中、当社は、この変化と変化がもたらす新た

な需要に迅速に対応することが、厳しい市場競争に勝ち残る必須の条件であると認識しております。

　一方海外の包装機械市場におきましても、現状アメリカ、ヨーロッパは成熟市場であり、中国・インドを含めたア

ジア市場や南アメリカ市場等は成長途上にありますが、中期的には、世界市場として成熟化しつつ安定的な成長が見

込めるものの、今後は日本市場を含めた世界的レベルで、先発の国内メーカー、海外メーカーに加え、コスト競争力
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を武器に中国や東南アジア等の後発メーカーとの競合が一段と激しくなるもものと認識しております。

　当社は、このような社会構造の変化に対応した開発・生産・営業体制を構築し、収益力を高め、強固な経営基盤を

確立し、更なる企業の発展を目指すべく、長期経営計画を策定し実施しております。その主な内容は以下の通りであ

ります。

　①コスト低減、労働生産性の向上、需要変動即応体制の確立等の実践により経営体質の改善・体力の強化を図り、

利益の拡大を図る。

　②環境問題、高齢化社会、ＩＴ革命、国際化といったグローバルな変化を読み取り、商品戦略の再構築、新製品開

発の強化、ＩＴ化の促進、組織再編成等的確な対策を講じた運営を図る。

　③顧客の問題解決に迅速かつ的確に対応できるよう開発･生産・営業体制を再構築し、顧客満足度の向上を図る。

　④事業規模の発展・拡大を図るため、新規事業開拓を推進する。

　⑤再生産設備投資計画を立案・推進する。

　⑥新たに｢人材育成のための教育５カ年計画｣を立案・推進し、社員の能力向上と自己改革・革新を図ると共に①～

⑤の実現を通じて「社員一人一人生きがい、働きがいをもてる企業」を実現する。

策定から 3年を経過し、今期から計画の第 2ステップ｢キャッシュフロー改善｣を重視した経営を遂行しております。

今下半期において長期経営計画のフローアップを行い、当初想定していた事業環境や前提条件を見直し、その変化を

踏まえた販売計画の修正と、それに伴う財務計画、実行計画の修正を行いました。その結果、長期計画の基本的内容

は変更せず計画を推進することとしましたが、特に営業力強化と開発力強化を今後の重点課題として取り組み、計画

の達成を目指すこととしました。

(５)　会社が対処すべき課題

　　当社が対処すべき課題は、経営体質・体力を改善・向上し利益の拡大を図ることで経営基盤を強化し、日本経済

を取巻く内外の環境の変化にすばやく対応できる体制を構築することであります。特にここ数年の大型プロジェクト

 の大幅な需要変動に対処し経営を安定的に発展させるため、具体的課題としては、製造コスト、調達コスト、間接コ

 ストを低減し生産性の向上を図り収益力を強化すること、納期を短縮し需要変動に即応できる体制を早期に確立する

 こと、内外の激しい市場競争に打ち勝つため、開発力を強化し付加価値の高い新製品を数多く市場に投入するととも

 に、顧客のニーズにすばやくきめ細かく対応できる顧客満足度の高い営業体制を構築することであります。

 これらの課題を克服し、収益性の高い安定した経営基盤を構築することでキャッシュフローを改善し、長期経営計画

 に則った将来の再生産設備投資に向けて、内部留保の充実を図る所存であります。

　　また、新製品開発については、｢容器リサイクル法｣や｢ＨＡＣＣＰ｣などの社会的要求に対応した製品や、新しい

 付加価値を持った包装機能や包装形態を実現する製品の開発に、グループ資源を優先的に投入していく所存でありま

 す。さらに、ＩＴの活用を促進するため、｢情報システム 5カ年計画｣を策定・実施しておりますが、全社的情報シス

 テムを再構築し、顧客情報をいち早くキャッチし、顧客の要望、クレームに迅速に対応し、顧客満足度と顧客信頼度

 を高める新生産管理システムの構築に取り組む所存であります。

（６） 事業等のリスク

　　平成 13 年 3 月期以降の当グループの売上高は、Ｖｉｓｔａｋｏｎ社（米）の売上高の比率が高く、当グループの

　業績はＶｉｓｔａｋｏｎ社への販売動向によって影響を受ける可能性があります。なお、中期的には同社に対しての

　受注額は逓減するものと予測され、同社への売上高は、増加は期待できないものとみております。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（金額単位：百万円）

売上高（連結） Ｖ社への売上高 　比率（％）

平成 13 年 3 月期 　１６，６４０ 　　７，０９２ 　４７．５

平成 14 年 3 月期 　　９，５１６ 　　２，８２４ 　２９．７

平成 15 年 3 月期 　　９，７１７ 　　４，２３８ 　４３．６

平成 16 年 3 月期 　　９，８９１ 　　３，０９０ 　３１．２

　　（７）コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況

　当社は、取締役が経営と業務執行の両面を担う一体型運営を行っていることとあいまって、コーポレートガバナン

スを有効に機能させるよう努めております。

① 取締役会
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当社の取締役会は四半期毎に開催される定期会合のほかに随時必要時に開催しております。取締役７名全員が出

　　　 席し、商法で定められた事項及び経営に関する重要事項について審議・議決します。

　　　 また、監査役４名全員が常時出席しております。

② 業務会議

最高執行会議として、取締役全員及び部門長の参加により、毎月２回定期開催し、業務の執行、事業計画、取締役

会で審議すべく定められた経営に関する重要事項以外の重要事項等について、またその他経営の諸問題について審

議・議決します。また、従前より業務会議には常勤監査役が出席しております。当社は、今後も経営責任と業務執

行責任の両面を意識した現体制を維持し、経営諸問題に対する意思決定と執行の両面の迅速な対応を図ると共に、

コーパレートガバナンスの効果的な実施に努めてまいります。

３･経営成績及び財政状態の分析

　（１）経営成績

　　　①概要

　当連結会計年度におけるわが国経済は、中国やアメリカ向け輸出の拡大、設備投資の回復により緩やかに景気が回復して

まいりました。しかしながら、失業率の水準は依然として高く、企業の人件費抑制姿勢も続くなど、雇用・所得環境は厳し

い状況のまま推移いたしました。包装機械業界におきましては、国内市場では、設備投資の波及が若干遅いものの、景気回

復に連動して景況感は回復してまいりましたが、業界の製品・サービスの需給関係は供給過剰傾向にあるため、企業間競争

は厳しい状況にありました。また、海外市場においても、中国を中心としたアジア市場やアメリカ市場は好景気であったも

のの、アジア各国製品との市場競争は一段と厳しさを増しました。このような厳しい事業環境の中、当グループの当連結会

計年度における売上高は、98 億 9 千 1 百万円（前年同期比 1.8％増）となったものの、営業利益は1 億 7 百万円（前年同期

比 74.7％減）、経常利益は 1 億 6 千万円（前年同期比 65.0％減）となりました。税引後当期純利益は 1 億 2 千8 百万円（前

年同期 9 億 4 百万円の当期純損失）の増益となりました。

　　　②セグメント別売上高

　包装機械部門は、国内では菓子・銘産品上包機、海外では DVD 包装機が依然として好調であったのに加え、景気の回復

に伴って他の包装機の売上も増加しました。しかしながら、大型プロジェクトの需要の一段落による売上高が減少したため、

部門の売上高は３４億 6 千万円と前期に対し１８．８％減少しました。その他の関連機械部門は、古紙市場の活況を背景に

新開発の古紙圧縮梱包機が市場に認知されて好調であったこと、中国向けたばこ関連機械が伸びたこと、日本たばこ産業㈱

の製造設備統廃合による特需的売上等により、売上高は３１億２千２百万円と前期に対し１０．５％増加いたしました。装

置及び部品部門は、国内外とも安定した需要に加え、景気の回復に備えての既存設備の保守需要が増え、前期に対し３３億

８百万円と２５．８％増加となりました。

　一方輸出は、アジア、アメリカ市場ともに好調でありましたが、大型プロジェクトの寄与度が減ったため、売上高は４５

億 8 千５百万円と前期に対し５．９％減少いたしました。

　　　③営業利益減少の要因

　当グループは、企業の更なる発展を目指し収益向上を図るべく、業務の効率化や労働生産性の向上によるコスト低減を進

めるとともに、新製品開発や営業力強化等市場競争力の強化に努めてまいりました。当連結会計年度におきましては、特に

間接業務の効率化によるコスト低減に取組み、前期に対し売上高が増加したものの一般管理販売費を前期並に抑えることが

できました。しかしながら、新製品開発費を意欲的に投入したため営業利益は前期に対し 74.7％減少し 1 億 7 百万円となり

ました。

　　　④次期の見通し

　平成 17 年 3 月期の日本経済は、世界経済の明るさが増し、企業収益の改善、設備投資の増加、個人消費の持ち直し等緩

やかながら回復が続くものと思われます。一方、懸念材料としては、原油高、アメリカ経常赤字の拡大、中国経済の過熱等

があり、雇用情勢も依然として厳しい状況にあります。また、包装機械市場は一般的には景気の波及が遅れる傾向があり、

景気の先行き見通しは明るいものの、業績の見通しについては一定の慎重さが必要かと思われます。このような事業環境の

中、包装機械市場の設備投資の回復への期待と大型プロジェクトの前期並の需要が期待できるものの、たばこ関係の特需が

一段落するため売上高 97 億円、経常利益２億４千４百万円、当期純利益１億 6 千６百万円を見込んでおります。次期見通

しにおけるリスクは、競争激化のため平均単価の下落による売上および利益の減少であります。これに対応するためさらに

製造コストを削減するとともに、営業情報システムの本格稼動により、顧客情報をすばやく正確に現場へ反映させ納期の短

縮を実現し、また商談の促進に活用することで顧客満足度を一段と高め、売上高および収益の確保に努める所存であります。
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　　　（２）財政状態

　　当社の連結財務諸表は、｢連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則｣（昭和 51 年大蔵省令第 28 号。以下

　｢連結財務諸表規則｣という。）に基づいて作成しております。なお、前連結会計年度は改正前の連結財務諸表規則に基づ

　き、当連結会計年度は改正後の連結財務諸表に基づいて作成しております。

　　平成 16 年 3 月 31 日現在の財政状態の概況は以下のとおりであります。

① 平成 16 年 3 月末の主な資産・負債の変動

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

当連結会計年度 前連結会計年度　　　　　　　　期間

科目
　　　金額 　　　金額

　　増減額

（資産の部）
　　受取手形･売掛金
　　たな卸資産
　　投資有価証券
　　繰延税金資産（固定）
（負債の部）
　　支払手形・買掛金
　　短期借入金
　　前受金
（資本の部）
　　その他有価証券評価
　　　差額金

　　２，０２９
　　１，６７０
　　１，６５９
　　　　２０９

　　１，０５７
　　３，２０４
　　　　　４２

　　　　
　　　　４６５

　　１，８９４
　　２，７５４
　　　　９３１
　　　　４７０

　　１，２４３
　　３，００２
　　１，０３５

　　　　　２３

　　　１３４
△ １，０８３
　　　７２７
　　△２６０

　　△１８５
　　　２０２
　　△９９２

　　　４４１

　　　　　　　（資産の部）

　　　　　　　　たな卸資産の減は、製造期間の長い大型プロジェクトの製品が売上になったためであり、投資有価証券の

　　　　　　　増は、株価上昇に伴い時価が上昇した結果であります。また、繰延税金資産の減は、株価上昇に伴う評価差

　　　　　　　額により計上した繰延税金負債との相殺によるものであります。

　　　　　　　（負債の部）

　　　　　　　　前受金の減は、大型プロジェクトの売上に伴う減少であり、短期借入金の増は受取手形・売掛金の増、前

　　　　　　　　受金の減等に伴い運転資金を借入れたものであります。

　　　　　　　（資本の部）

　　　　　　　　その他有価証券評価差額金の増は、株価上昇に伴い時価が上昇し、評価差額が発生したためであります。

② キャッシュ・フロー

　　当連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物は（以下｢資金｣という。）は、税金等調整前当期

　　　　　　純利益の計上、たな卸資産の減少等はありましたが、前受金、仕入債務の減少等により、前連結会計年度に比

　　　　　　べ５百万円減少し、当連結会計年度末には 6 億 8 千７百万円となりました。

              当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

　　　　　　（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　　　　　　　営業活動の結果得られた資金は 2 千 6 百万円（前連結会計年度は 8 億 3 千 8 百万円の使用）となりました。

　　　　　　これは主に当期純利益の計上、たな卸資産の減少等によるものであります。

　　　　　　（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　　　　　　　投資活動の結果使用した資金は 1 億１百万円（前連結会計年度比３６．４％減）となりました。これは主に

　　　　　　有形固定資産の取得によるものであります。

　　　　　　（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　　　　　　　財務活動の結果得られた資金は 7 千万円（前連結会計年度は 6 億 5 百万円の使用）となりました。これは主

　　　　　　に短期借入金の増によるものであります。
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４. 連結財務諸表等

　(1)　比較連結貸借対照表

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

        期別

　科目

当連結
会計年度
(16.3.31)

前連結
会計年度
(15.3.31)

増減
(△印減)

　　　期別

　科目

当連結
会計年度
(16.3.31)

前連結
会計年度
(15.3.31)

増減
(△印減)

　（負債の部）
流動負債
 支払手形・買掛金
 短期借入金
 未払法人税等
 未払費用
 賞与引当金
 前受金
 その他
固定負債
 長期借入金
 退職給付引当金
 役員退職慰労引
　　当金
 その他

  4,763
  1,057
  3,204
     31
     72
    204
     42
    150
  1,679
     －
  1,486
  
     88
    105

  
  5,836
  1,243
  3,002
     40
     78
    227
  1,035
    208
  1,718
     74
  1,438

     86
    118

△1,073
△  185
    202
△    9
△    6
△   23
△  992
△   58
△   38
△   74
     47

      2
△   13

　　負債合計   6,443   7,555 △1,111

　(少数株主持分)
 少数株主持分     438     407      31

　 (資本の部)
 資本金
 資本剰余金
 利益剰余金
 その他有価証券
　　評価差額金
 為替換算調整勘定
 自己株式

    954
    456
  1,346

    465
　  △3
   △24

   
    954
    456
  1,274

     23
 　 △2
　 △23

      0
      0
     72

    441
△    0
△    0

　　資本合計   3,194   2,681     512

　(資産の部)
流動資産
　現金・預金
　受取手形・売掛金
　たな卸資産
　繰延税金資産
  その他
　貸倒引当金
固定資産
 有形固定資産
　建物・構築物
　機械装置・運搬具
　土地
　その他
 無形固定資産
 投資その他の資産
　投資有価証券
　繰延税金資産
　その他
　貸倒引当金

  5,031
  1,197
  2,029
  1,670
     94
     52
   △12
  5,044
  2,608
    791
    284
  1,489
     43
     24
  2,411
  1,659
    209
    551
    △8

        
  6,061
  1,219
  1,894
  2,754
     80
    115
    △4
  4,582
  2,649
    829
    278
  1,489
     51
     27
  1,905
    931
    470
    537
   △34

△1,029
△   22
    134
△1.083
     13
△　 63
△    8
    461
△   41
△   38
      5
      0
△    8
△    3
    506
    727
△  260
     14
     26

　資産合計   10,076  10,644 △　567
負債・少数株主持
 分及び資本合計  10,076

        
 10,644 △  567
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（２）比較連結損益計算書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

当連結会計年度
(15.4.1～16.3.31)

前連結会計年度
(14.4.1～15.3.31)

　　　　　　　　　　　　期別

科目
金　額 　百分比 金　額 　百分比

   　
　　増減
　(△印減)

営
業
損
益
の
部

売上高
売上原価
売上総利益
販売費及び一般管理費

9,891
7,838
2,053
1,945

100.0
79.2
20.8
19.7

9,717
7,346
2,370
1,944

100.0
75.6
24.4
20.0

174
491

△317
0

　営  業  利  益 107 1.1 425 4.4 △318

　
　
営
業
外
損
益
の
部

営業外収益
　受取利息
　受取配当金
　賃貸料収入
　その他の営業外収益
営業外費用
　支払利息
　賃貸資産管理費
　その他の営業外費用

179
3
8

141
25
126
45
66
13

1.8

1.3

177
1
12
149
14
144
48
67
28

1.8

1.5

1
2

△3
△7
10

△18
△3
△1
△14

　
　
　
　
経
　
常
　
損
　
益
　
の
　
部

　経　常　利　益 160 1.6 458 4.7 △298

特
別
損
益
の
部

特別利益
 貸倒引当金戻入額
 投資有価証券売却益
 その他

　 特別損失
　　固定資産除却損
　　投資有価証券評価損
　　棚卸資産除却損
　　その他

12
－
12
0
19
4
－
2
11

0.1

0.2

7
6
－
0

1,120
176
696
204
43

0.1

11.5

5
△6
12
0

△1,101
△172
△696
△201
△31

　税金等調整前当期純利益(△
　　純損失)

154 1.5 △655 △6.7 809

　法人税・住民税及び事業税 49 0.5 41 0.4 7

　法人税等調整額 △55 △0.6 197 2.1 △253

　少数株主利益 31 0.3 9 0.1 21

　 当期純利益(△純損失) 128 1.3 △904 △9.3 1,033
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(3)　連結剰余金計算書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：百万円)

　　当連結会計年度
自　平成 15 年 4月 1日
至　平成 16 年 3月 31日

　　前連結会計年度
自平成 14 年 4月 1日
至平成 15 年 3月 31日

　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　期別
　科目

　　　　金　額 　　　　　金　額

　　
　　増減
　(△印減)
　　　　　

　　（資本剰余金の部）
　Ⅰ　資本剰余金期首残高
　　　資本準備金期首残高
　Ⅱ　資本剰余金期末残高

456
－
456

456 456
456

　　（利益剰余金の部）
　Ⅰ　利益剰余金期首残高
　　　連結剰余金期首残高
　Ⅱ　利益剰余金増加高
　　　　当期純利益
　Ⅲ　利益剰余金減少高
  　　　当期純損失
　　　　配当金
　　　　連結子会社清算による減少

128

－
56
－

1,274
－

128

56

2,259

－

904
56
24

2,259

－

984

456
△456

0

1,274
△2,259

128

△928

　Ⅳ　利益剰余金期末残高 1,346        1,274 72
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(4)キャッシュ・フロー計算書等

                                                                                    （単位：百万円）

    当連結会計年度
自 平成 15 年 4 月 １日
至 平成 16 年 3 月 31 日

    前連結会計年度
自 平成 14 年 4 月 １日
至 平成 15 年３月 31 日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期別

　　科目
      　 金額 　　　　　金額

 増減
（△印減）

154
105
47
2

△23
△17
△12
△0
45

△12
－
4
－

△134
1,083

57
△185
△992
△6
16

△13

                         
　　　　　　       △655
                     123
                    △31
                   △119
                     △4
                       2
                    △13
                     △0
                      48
                      －
                     696
                     176
                       4
                      88
                     549
                      14
                   △687
                 △1,020
                      31
                       5
                       3

      809
     △17
　　　 78
      121
     △18
     △20
        1
      △0
      △3
     △12
　  △696
　  △172
　    △4
  　△223
　　　534
　　　 43
　　  502
       27
     △37
       11
     △16

117
12

△45
△58

                   △787
                      13
                    △49
                    △14

      905
      △1
        4
     △44

26

－
17
△2
36

△137
                      △0

1
                     △16

－

                   △838

                     △6
                     319
                   △325
                      10
                   △145
                    △17
                      17
                    △57
                      37

      864

        6
    △301
      322
       26
        7
       16
　   △16
       34
　   △37

△101

127
－
－
△0
△56

△160

△180
50

△415
△3
△56

       58

      307
   　△50
　    415
        2
        0

70
0

△5
692

－

△605
0

△1,603
2,331

△35

      675
        0
    1,598
　△1,693

　     35

Ⅰ.営業活動によるキャッシュ・フロー
　 税金等調整前当期純利益（△純損失）
　 減価償却費
　 退職給付引当金の増減額
　 役員退職慰労引当金の増減額
　 賞与引当金の減少額
　 貸倒引当金の増減額
　 受取利息及び受取配当金
　 為替損益
　 支払利息
   投資有価証券売却益
　 投資有価証券評価損
　 有形固定資産除却・売却損
　 連結子会社清算による固定資産の減少
　 売上債権の増減額
　 たな卸資産の減少額
　 その他流動資産の減少額
　 仕入債務の減少額
　 前受金の減少額
　 未払費用の増減額
　 その他流動負債の増加額
　 預り保証金の増減額
　　　　　　　小計
　 利息及び配当金の受取額
　 利息の支払額
　 法人税等の支払額
　営業活動によるキャッシュ・フロー
Ⅱ.投資活動によるキャッシュ・フロー
   定期預金の預入による支出
　 定期預金の払い戻しによる収入
　 投資有価証券取得による支出
　 投資有価証券売却による収入
　 有形固定資産取得による支出
　 長期貸付金の支出
　 長期貸付金の回収による収入
　 その他投資等の増加による支出
　 その他投資等の減少による収入

　投資活動によるキャッシュ・フロー
Ⅲ.財務活動によるキャッシュ・フロー
   短期借入金の純増減額
　 長期借入による収入
　 長期借入金の返済による支出
　 自己株式の取得による支出
　 配当金の支払額
財務活動によるキャッシュ・フロー
Ⅳ.現金及び現金同等物に係る換算差額
Ⅴ.現金及び現金同等物の減少額
Ⅵ.現金及び現金同等物の期首残高
Ⅶ.連結清算会社の現金及び現金同等物
　 の期首残高
Ⅷ.現金及び現金同等物の期末残高 687 692       △5
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項
１．連結の範囲に関する事項

　　　連結子会社は、東京施設工業(株)、エスティ　オートマチックマシナリー　エスディエヌ　ビーエッチデ
　　ィの 2 社であります。なお、非連結子会社 1 社（（有）東祐）の総資産、売上高、当期純利益及び利益剰余
金
　　等はいずれも少額であり、連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないためであります。

 ２．持分法に関する事項
　　　持分法を適用していない非連結子会社（（有）東祐）は連結純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微
で
　　あり、かつ、全体としても重要性がないため持分法の適用から除外しております。

 ３．連結子会社の事業年度等に関する事項
　　　連結子会社の決算日が連結決算日と異なる会社は次のとおりであります
　　　　　　　　　　　　　　（会社名）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（決算日）
　　　エスティ　オートマチックマシナリー　エスディエヌ　ビーエッチディ　　　　　　　12 月 31 日
　　　連結子会社の決算日現在の財務諸表を使用しております。ただし、連結決算日との間に生じた重要な取引
　　については、連結上必要な調整を行なっております。

 ４．会計処理基準に関する事項
　　（１）重要な資産の評価基準及び評価方法
　　　　①有価証券
　　　　　　子会社株式及び関連会社株式　　移動平均法による原価法
　　　　　　その他有価証券
　　　　　　　時価のあるもの　　　　　　　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　により処理し、売却原価は移動平均法により算定）
　　　　　　　時価のないもの　　　　　　　移動平均法による原価法
　　　　②たな卸資産　　　　　　　　　　　主として先入先出法による原価法
　　（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法
　　　　①有形固定資産　　　　　　　　　　建物（付属設備は除く）は定額法、その他の有形固定資産につい
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ては定率法によつております。また、在外連結子会社は当該国の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会計基準に基づく定額法を採用しております。
　　　　②無形固定資産　　　　　　　　　　定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウエアにつ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　いては、利用可能期間（5 年）に基づく定額法。
　 （３）重要な引当金の計上基準

　　　　①貸倒引当金　　　　　　　　　　　期末現在に有する売上債権等の貸倒による損失に備えるため、一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上し
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　おります。
　　　　②賞与引当金　　　　　　　　　　　従業員の賞与の支給に充てるため、将来の支給見込額のうち当期
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の負担額を計上しております。
　　　　③退職給付引当金　　　　　　　　　従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　給付債務及び年金資産の見込額に基づき当連結会計年度末にお

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　て発生していると認められる額を計上しております。なお、会計
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　基準変更時差異は一時に費用処理しております。数理計算上の差
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　異は 5 年による定額法により、翌連結会計年度から費用処理する
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　こととしております。
　　　　④役員退職慰労引当金              役員に対する退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　要支給額を計上しております。
　　（４）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　換算し、為替差益は損益として処理しております。なお、在外子
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会社等の資産・負債及び収益・費用は連結決算日の直物為替相場
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　により円貨に換算し、換算差額は少数株主持分及び資本の部にお
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ける為替換算調整勘定に含めて計上しております。
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（５）重要なリース取引の処理方法　　　リース物件の所有権が借主に移転したと認められるもの以外の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　方法に準じた会計処理によっております。

（６）重要なヘッジ会計の方法　　　　　該当事項ありません。

（７）適格退職年金　　　　　　　　　　当社、東京施設工業（株）のみ適格退職年金制度を採用しており

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ます。

（８）消費税等の会計処理　　　　　　　税抜き方式を採用しております。

５．連結子会社の資産及び負債の評価

　　　全面時価評価法を採用しております。

６．連結調整勘定の償却に関する事項

  　  該当事項ありません。

７.利益処分項目等の取り扱いに関する事項

　　　連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分について、連結会計年度中に確定した利益処分に基づいて

　　　作成しております。

８．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　　　連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可

　　　能な現金からなっております。
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注記事項

（連結貸借対照表関係）                                 当連結会計年度　　　　　　前連結会計年度

１． 有形固定資産の減価償却累計額　　　　　　　　　　3,943 百万円　　    　　　   3,908 百万円

２． 担保に供している資産

担保に供している資産　　　　　　　建物　　　　　　116 百万円 ( 59 百万円)　    121 百万円（　62 百万円）

　　　　　　　　　　　　　　　　　機械装置　　　　 11 百万円（ 11 百万円）　　  11 百万円（　11 百万円）

　　　　　　　　　　　　　　　　　土地　　　　　  105 百万円 (105 百万円)　    105 百万円（ 105 百万円）

　　　　　　　　　　　　　　　　　投資有価証券　　 95 百万円 （　－   　）　　 65 百万円（　－　　　）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　計　　　  329 百万円 ( 175 百万円)　　 303 百万円（　179 百万円）

上記に対応する債務　　　　　　  　短期借入金　  3,030 百万円 (2,900 百万円) 2,820 百万円（2,800 百万円）

　　　　　　　　　　　　　　　　　長期借入金　　　－　百万円 ( － 百万円)　　 50 百万円（　- 百万円）

　　　　　上記のうち(　　)内書は工場財団根底当並びに当該債務を示しております。

３． 非連結子会社に関する事項

　　　投資その他の資産の「その他」(出資金)　　　　       1 百万円                   １百万円

４． 受取手形割引高及び裏書譲渡高

　　　受取手形裏書譲渡高　　　　　　　　　　　　　      －百万円                    －百万円

５． 当座貸越契約

　当社及び国内連結子会社においては、運転資金の効率的な調達を行なうため取引銀行２行と当座貸越契約を締

結しております。これらの契約に基づく当連結会計年度末の借入未実行残高は次のとおりであります。

　　　当座貸越極度額　　　　　　　　             3,300 百万円               3,300 百万円

　　　借入実行残高　　　　　　　　　             2,230 百万円               2,070 百万円

　　　差引額　　　　　　　　　　　　             1,070 百万円               1,230 百万円

（損益計算書関係）                                          当連結会計年度　　　　　　前連結会計年度

１． 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額はつぎのとおりであります。

給料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　656 百万円　　　　　　　　 697 百万円

賞与　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　        127 百万円                 134 百万円

賞与引当金繰入額　　　　　　　　　　　　　　         60 百万円                  69 百万円

退職給付引当金繰入額　　　　　　　　　　　　         71 百万円                  45 百万円

福利厚生費　　　　　　　　　　　　　　　　　        139 百万円                 147 百万円

旅費交通費　　　　　　　　　　　　　　　　　        197 百万円                 207 百万円

２． 売上原価(当期製造費用)、販売費及び

一般管理費に含まれる研究開発費　　　　　　　　　　　378 百万円　　　　　　　　 405 百万円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                                     

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

１． 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　当連結会計年度　　　　　　前連結会計年度

現金及び預金勘定　　　　　　　　　　　　　　          1,197 百万円            1,219 百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金　　　　　            △509 百万円            △527 百万円

現金及び現金同等物　　　　　　　　　　　　　            687 百万円              692 百万円
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５．セグメント情報
１． 事業の種類別セグメント情報

　当連結会計年度（自平成１5年４月１日　至平成１６年３月３１日）　　　　　　　　　        （単位：百万円）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　包装機械　その他の関連機械　装置部品等　計　消去又は全社　連結

I．売上高及び営業利益

売上高

　(1)外部顧客に対する売上高　　　　　　　   3,460　          3,122      3,308    9,891　  －       9,891

(2)セグメント間の内部売上高又は振替高　　　　－　　　　　　　－　　　　　－　　 －　　　－　 　　　　－

　　　計　　　　　　　　　　　　　　　　　　3,460            3,122      3,308    9,891    －       9,891

営業費用　　　　　　　　　　　　　　　　　3,422            3,052      3,280    9,755    28       9,784

営業利益                                     37               70         27      135  △28         107

Ⅱ.資産、減価償却費及び資本的支出

　資産

　減価償却費

　資本的支出

 前連結会計年度（自平成１４年４月１日　至平成１５年３月３１日）　　　　　　　　　        （単位：百万円）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　包装機械　その他の関連機械　装置部品等　計　消去又は全社　連結

I．売上高及び営業利益

売上高

　(1)外部顧客に対する売上高　　　　　　　   4,260　          2,825      2,630    9,717　   －      9,717

(2)セグメント間の内部売上高又は振替高　　　　－　　　　　　　－　　　　　－　　 －　　　 －　 　　　－

　　　計　　　　　　　　　　　　　　　　　　4,260            2,825      2,630    9,717     －      9,717

営業費用　　　　　　　　　　　　　　　　　4,109            2,656      2,500    9,265     25      9,291

営業利益                                    151              169        130      451   △25        425

Ⅱ.資産、減価償却費及び資本的支出

　資産　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3,795            2,521      2,348    8,664  1,979     10,644

　減価償却費                                   48               32         30      110     12        123

　資本的支出                                   63               42         39      145      －       145

（注）１．事業区分の方法

　　　　　事業は製品の系列を考慮して区分しております。

　　　２．各区分に属する主要な製品

事業区分

包装機械　　　　たばこ包装機械（ＢＦ型）、フィルム上包機（Ｗ３７Ｎ型・ＦＮ１型・ＷＥ１２型・ＤＶＤ１００

　　　　　　　　型）、集積包装機（Ｗ４２０２型・Ｗ４２０１Ｎ型）、チュインガム包装機（Ｇ２/ＧＢ２型）、製

　　　　　　　　袋充填機（ＴＷＥＸ型・ＴＷＡ型・ＴＷＣＶ型）、オーガー充填機（ＦＲ１型・ＦＲ３型・ＦＲＴ 型）

                、みやげもの包装機（ＡＲＮ１００型・ＡＲＮ２００型・ＡＲＮ３００型）、ボックステッシュ

　　　　　　　　包装機（ＢＴ７型・ＢＴ１０型）、箱詰機（ＣＸ型・ＣＬ型）ほか

その他の関連  　フィルタープラグ供給装置（Ｍ６６型・ＭＴＬ６５型・ＭＴＬ５７型）、定量充填機（ＰＦ１），

　　機械　　　　パッケージングロボット、古紙・廃棄物処理機、計算機ほか

装置部品等　　　消耗部品、交換部品等

　　　３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は 11 百万円（前連結会計年度２５百万

　　　　　円）であり、その主なものは当社の総務・経営企画部門等の管理部門に係る費用であります。

４． 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、ｘｘｘｘ百万円（前連結会計年度 1,979 百万円）

　　　であり、その主なものは、当社での余資運用資金（現金）、長期投資資金（投資有価証券）及び総務・経営企画

　　　部門等の管理部門に係る資産等であります。
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２．所在地別セグメント情報

　　当連結会計年度（自平成１５年４月１日　至平成１６年３月３１日）                 (単位：百万円)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　日本　　マレイシア　　計　　消去又は全社　　　連結

　　Ⅰ．売上高及び営業利益

　　　　売上高

(1) 外部顧客に対する売上高             5,498         1       5,499        －　　　　　　5,499

(2) セグメント間の内部売上高又は振替高    －　　　　－　　　　　－　　　　－                －

　　　　　　　計　　　　　　　　　　　 5,498         1       5,499        －　　　　　　5,499

　　　営業費用                              5,033         4       5,037        11            5,049

　　　営業利益                                464       △2         461      △11              450

    Ⅱ. 資産

　　前連結会計年度（自平成１４年４月１日　至平成１５年３月３１日）　　　　　　　　　（単位：百万円）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　日本　　マレイシア　　計　　消去又は全社　　　連結

　　Ⅰ．売上高及び営業利益

　　　　売上高

(1) 外部顧客に対する売上高             9,705         12       9,717        －　　　　　　9,717

(2) セグメント間の内部売上高又は振替高    －　　　　 －　　　　　－　　　　－                －

　　　　　　　計　　　　　　　　　　　 9,705         12       9,717        －　　　　　　9,717

　　　営業費用                              9,257          10      9,268        23            9,291

　　　営業利益                                447           1        449      △23              425

　　Ⅱ. 資産　　　　　　　　　　　　　　　　8,621          43      8,664     1,979           10,644

　　　（注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。

　　　　　　２．営業費用のうち、消去または全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は 11 百万円（前連結会計年度

　　　　　　　　２３百万円）であり、その主なものは当社の総務・経営企画部門等の管理部門に係る費用であります。

　　　　　　３．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、ｘｘｘｘｘ百万円（前連結会計年度 1,979

                百万円）であり、その主なものは、当社での余資運用資金（現金）、長期投資資金（投資有価証券）及び

　　　　　　　　総務・経営企画部門に係る資産等であります。

３．海外売上高

　　当連結会計年度（自平成１５年４月１日　至平成１６年３月３１日）　　　　　（単位：百万円）

　　　　　　　　　　　　　　　　　北米・ヨーロッパ　東南アジア　その他　　　　計

　　　Ⅰ．海外売上高            　　　 3,466           1,080        38     4,585

　　　Ⅱ．連結売上高　　　　　　　　　　　－　　　　　　　－　　　　－     9,891

　　　Ⅲ．海外売上高の連結売上

　　　　　高に占める割合(％)　　　　　　35.1             10.9       0.4     46.4

前連結会計年度（自平成１４年４月１日　至平成１５年３月３１日）　　　　　（単位：百万円）

　　　　　　　　　　　　　　　　北米・ヨーロッパ　東南アジア　その他　　　　計

　　　Ⅰ．海外売上高            　　　 4,607             144       123     4,875

　　　Ⅱ．連結売上高　　　　　　　　　　　－　　　　　　　－　　　　－     9,717

　　　Ⅲ．海外売上高の連結売上

　　　　　高に占める割合(％)　　　　　　47.4              1.5       1.3     50.2

　　（注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。

　　　　　２．各区分に属する地域の内訳は次のとおりです

(1) 東南アジア　……………………中国、台湾、韓国、フィリピン
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(2) 北米・ヨーロッパ………………米国、カナダ・ドイツ・アイルランド

　　　　　３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

６．リース取引関係
１． リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

　取得価額相当額 　減価償却累計額相当額 　　期末残高相当額
当 連 結
会計年度

前 連 結
会計年度

 当 連 結
 会計年度

 前 連 結
 会計年度

当 連 結
会計年度

前 連 結
会計年度

機械及び装置 　　４７ 　　４７ 　　２９ 　　　２２ 　　１８ 　　２５

車輌及び運搬具 　　１１ 　　１１ 　　　６ 　　　　４ 　　　４ 　　　６

工具器具備品 　３３３ 　３３９ 　１８５ 　　１６１ 　１４８ 　１７７

　　合計 　３９２ 　３９８ 　２２０ 　　１８８ 　１７１ 　２１０

② 未経過リース料期末残高相当額

　　　　　　　　　　　　　　　（当連結会計年度）　　　　　　　　　　　　（前連結会計年度）

１年内　　　　　　　　　　　　　　　６０百万円　　　　　　　　　　　　　　　　７５百万円

１年超　　　　　　　　　　　　　　１１３百万円　　　　　　　　　　　　　　　１３７百万円

合　計　　　　　　　　　　　　　　１７４百万円　　　　　　　　　　　　　　　２１２百万円

　

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

　　支払リース料　　　　　　　　　　　　８２百万円　　　　　　　　　　　　　　　　７５百万円

　　減価償却費相当額　　　　　　　　　　７９百万円　　　　　　　　　　　　　　　　７３百万円

　　支払利息相当額　　　　　　　　　　　　２百万円　　　　　　　　　　　　　　　　　３百万円

④ 減価償却費相当額

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

⑤利息相当額の算定方法

　　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法については、利息法によ

　　っております。

７．関連当事者との取引
　　　当連結会計年度（自平成１５年４月１日　至平成１６年３月３１日）

（１） 法人主要株主
　　関係内容

　会社名
　　

住所 資本金 事業の内容 議決権等の
被所有割合

役員の
兼任等

事業上
の関係

取引の内容 取引金額

日本たばこ
産業（株）

東京都
港区

　　億円
1,000

たばこ関連
事業他

直接　 間接
19.0%   0％   －

たばこ用
包装機械
の販売

たばこ用包
装機械の販
売

　　百万円
　２９７
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　８．税効果関係
１． 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

                                                    当連結会計年度　　　　　　　　　　前連結会計年度

　　　　繰延税金資産（流動）

　　　　　繰越決損金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３４５　　　　　　　　　　　　　６３７

　　　　　賞与引当金繰入限度超過　　　　　　　　　　　　　　　８３　　　　　　　　　　　　　　８０

　　　　　在外子会社為替換算調整勘定　　　　　　　　　　　　　　１　　　　　　　　　　　　　　　０

　　　　　その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１９　　　　　　　　　　　　　　　２

　　　　繰延税金資産（固定）

　　　　　退職給付引当金限度超過額　　　　　　　　　　　　　５６３　　　　　　　　　　　　　５１８

　　　　　役員退職慰労引当金　　　　　　　　　　　　　　　　　３６　　　　　　　　　　　　　　３５

　　　その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１２　　　　　　　　　　　　　　２３

　　繰延税金資産小計　　　　　　　　　　　　　　　　１，０６２　　　　　　　　　　　１，２９８

　　評価性引当額（流動）　　　　　　　　　　　　　　　△３５５　　　　　　　　　　　　△６４０

　　評価性引当額（固定）　　　　　　　　　　　　　　　　△８２　　　　　　　　　　　　　△９０

　　繰延税金資産合計　　　　　　　　　　　　　　　　　　６２４　　　　　　　　　　　　　５６７

　　繰延税金負債（固定）

　　　その他有価証券評価差額金　　　　　　　　　　　　△３２０　　　　　　　　　　　　　△１５

　　繰延税金負債合計　　　　　　　　　　　　　　　　　△３２０　　　　　　　　　　　　　△１５

　　繰延税金資産（負債）の純額　　　　　　　　　　　　　３０３　　　　　　　　　　　　　５５１

　　繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれております。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　当連結会計年度　　　　　　　　　　　前連結会計年度

　　流動資産－繰延税金資産　　　　　　　　　　　　　　　　９４　　　　　　　　　　　　　　８０

　　固定資産－繰延税金資産　　　　　　　　　　　　　　　２０９　　　　　　　　　　　　　４７０

９．有価証券の時価関係
１． その他有価証券で時価のあるもの　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

　　　取得原価 連結貸借対照表計上額 　      差額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   種類
当連結
会計年度

前連結
会計年度

当連結
会計年度

 前連結
会計年度

当連結
会計年度

前連結
会計年度

(1) 株式
(2) その他

    378
　　 13

　  113
　　　－

 1,179
    19

     214
      －

  800
    6

   100
　　－

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

　小計     391 　  113  1,198      214   806    100
(1) 株式
(2) その他

    157
     －

    443
     13

   137
    －

     381
      13

 △19
   －

  △61
    －連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの   小計     157     457    137      395  △19   △61
　　　　　　　　合計     549     571  1,336   609   787     38

（注）当連結会計年度における減損処理はありません。前連結会計年度においては、有価証券について６９６百万円（

　　　その他有価証券で時価のある株式６８１百万円、時価のあるその他１５百万円）減損処理を行っております。

　　　なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ５０％以上下落した場合には全て減損処理を

　　　行っております。
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２．時価評価されていない主な有価証券の内容

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

　　　連結貸借対照表計上額
　当連結会計年度 　前連結会計年度

（１） その他有価証券
優先株式
非上場株式（店頭売買株式を除く）

         300
         22

          300

           22

　　

　１０．デリバティブ取引の契約額、時価及び評価損益
　　　当連結会計年度及び前連結会計年度のいずれにおいても当社グループは、デリバティブ取引を全く利用しておりま

　　　せんので、該当事項はありません。

　　　

１１．退職給付関係
１．採用している退職給付制度の概要

　　当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度として適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けております。

                                                                         

                                                                                　　(単位：百万円)

２．退職給付債務に関する事項                    　当連結会計年度　　　　　　　　　　前連結会計年度

　　　（１）退職給付債務　　　　　　　　　　　　　    △3,007　　　　　　　　　　  　△2,934

　　　（２）年金資産                                    1,164                          1,022

　　　（３）未積立退職給付債務（１）+（２）           △1,843                        △1,912

　　　（４）会計基準変更時差異の未処理額                   －                             －

　　　（５）未認識数理計算上の差異                        357                            473

　　　（６）未認識過去勤務債務（債務の減額）               －                             －

　　　（７）連結貸借対照表計上額純額　　　　　　　　　△1,486　　　　　　　　　　　  △1,438

　　　　　　　　（３）+（４）+（５）+（６）

　　　（８）前払年金費用                                   －                             －

　　　（９）退職給付引当金（７）－（８）　　　　　　　△1,486　　　　　　　　　　　　△1,438

３．退職給付費用に関する事項

　　退職給付に係る費用                                    294                            203

　　　（１）退職給付費用                                   18                             13

　　　（２）勤務費用                                      103                             97

　　　（３）利息費用                                       68                             78

　　　（４）期待運用収益                                    －                          △22

　　　（５）会計基準変更時差異の費用処理額　　　　　　　　　－　　　　　　　　　　　　　　－

　　　（６）数理計算上の差異の費用処理額                  105                             37

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

　　　（１）退職給付見込額の期間配分方法　　　　　　　期間定額基準　　　　　　　　　　同左

　　　（２）割引率　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２．５％　　　　　　　　２．５％

　　　（３）期待運用収益　　　　　　　　　　　　　　　　　０．０％　　　　　　　　２．０％

　　　（４）数理計算上の差異の処理年数　　　　　　　　　　　５年　　　　　　　　　　　同左

　　　（５）会計基準変更時差異の処理年数　　　　　　　　　　－　　　　　　　　　　　　　－
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　　　１２．生産・受注及び販売の状況
（１）生産実績

　　　　当連結会計年度の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりです。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

　　　　当連結会計年度
　　  自  平成 15 年 4 月 １日事業の種類別セグメントの名称

　  　 至  平成 16 年 3 月 3１日 　前年同期比
包装機械
その他の関連機械
装置部品等

　　　　　　　  3,092
                2,792
                2,951

　　　78.3％
　　 112.9
　　 112.2

　　　　合計                 8,835 　　　97.6

　　　　（注）１．金額は販売金額によっております。

               ２. 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

（２）商品仕入実績

当連結会計年度の商品仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりです。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

　　　　当連結会計年度
  　自　平成 15 年 4 月  1 日事業の種類別セグメントの名称
　   至　平成 16 年 3 月 31 日 　前年同期比

包装機械
その他の関連機械
装置部品等

　　　　　　　　　　　　 11
　　　　　　　　　　　  585
　　　　　　　　　　　　　－

　　　59.2％
　　 149.5
　　　　－

　　　　合計 　　　　　　　　　　　  597 　　 145.1

　　（注）上記の金額には、消費税は含まれておりません。

（３）受注状況

　　当連結会計年度の受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりです。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

区分   受注高 前年同期比  受注残高  前年同期比
包装機械
その他の関連機械
装置部品等

　  2,519
　  2,867
    2,704

    82.1%
   129.9
    85.1

     744
   1,000
      68

　　   44.2％
　　   80.2
　　   10.2

　　　　（注）上記の金額には、消費税は含まれておりません。

（４）販売実績

当連結会計年度の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりです。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

　　　当連結会計年度
　自　平成 15 年 4 月 １日事業の種類別セグメントの名称
   至  平成 16 年 3 月 31 日 　前年同期比

包装機械
その他の関連機械
装置部品等

                  3,460
                  3,122
                  3,308

　　　81.2％
　　 110.5
　　 125.8

　　　　合計                   9,891 　　 101.8

  （注）１．上記の金額には、消費税は含まれておりません。

　　　  ２．最近２連結会計年度の主な相手先の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する

　　　　　  割合は次のとおりです。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

相　手　先
当連結会計年度

自　平成 15 年 4 月 １日
  至  平成 16 年 3 月 31 日

前連結会計年度
自　平成 14 年 4 月 １日

　 至  平成 15 年 3 月 31 日
金額 割合 金額 割合Vistakon,division of johnson

& johnson Vision care inc 3,090 31.2%    4,238       43.6 %

  （注）上記の金額には、消費税は含まれておりません。
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